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１. 中華人民共和国国務院組織法の改正 

「中華人民共和国国務院組織法」の改正案が、2024年3月11日に

全国人民代表大会により可決された。 

今回の改正により同法が11条から20条に改正され、主な内容は

以下の通りである。 

① 最高国家権力機関の執行機関であり、最高行政機関である

と国務院の性質・地位、及び中国共産党のリーダーや人民

のために奉仕する等の国務院業務遂行上の指導理念の明確

化 

② 中国人民銀行行長を国務院の構成員として追加する等によ

る国務院の機関及びその権限の健全化 

③ 国務院全体会議及び常務会議それぞれの役割の規定等によ

る国務院会議制度の健全化 

④ 国務院が合法的、全面的かつ正確的にその役目を果たすた

め、行政監督制度の健全や政務公開などの制度的な措置に

関する規定の増加 

 

２. 中華人民共和国国家秘密保持法の改正 

「中華人民共和国国家秘密保持法」の改正案が、2024年2月27日

に全国人民代表大会常務委員会により可決され、2024年5月1日か

ら施行される。同法は1988年に制定され、今回の改正は2010年に

続いて2度目の改正であり、主な改正内容は以下のとおりである。 

① 国家秘密の決定と解除 

国家秘密の内容と保護等級の具体的な範囲について、他の中央

政府機関と共同で決めるほか、国家秘密保行政管理機関が単独で

決定することも可能になっている。また、国家秘密の決定にあた

っては、必要性・合理性の原則及び科学的論証・評価を遵守し、

状況の変化に応じて調整しなければならないと規定されている。

国家秘密の見直しを定期的な見直しから年次見直しに改正し、秘

密解除の見直し責任を果たさなかった場合の法的責任が規定され

ている。 

② 科学技術による秘密保持の重視 

国家秘密を保存・処理するコンピュータシステムの企画、建設、

運用、維持は、国家秘密保持規定と基準に合致し、秘密保持施設

と設備を備え、定期的にリスク評価を行うと要求され、各政府機

関と単位は、コンピュータシステムの秘密保持管理を強化し、秘

密保持自己監督施設を建設し、セキュリティと秘密保持のリスク

と危険を適時に発見し、処理することが規定されている。国家秘

密保持に使用されるセキュリティ・秘密保持製品及び秘密保持技

術・設備は国家秘密保持規定と基準に合致し、サンプリング・二

次検査制度を確立すると要求されている。 

③ ネット情報及びデータの秘密保持管理 

ネット情報の作成、複製、発信、広がりが国家秘密保持規定を

遵守すべきことが明確化されている。ネット運営者は、国家秘密

漏洩が疑われる案件の調査・処理において、関係部門と協力しな

ければならず、インターネットなどの公共ネットワークを利用し

て公開された情報に国家秘密漏洩の疑いがあることを発見した場

合、速やかに処理・報告し、関連機関の要請に基づき、国家秘密

漏洩に関わる情報を削除し、関連設備の技術的処理を行わなけれ

ばならないと規定されている。国家秘密に関わるデータ処理活動

とその安全管理は、国家秘密保持規定に合致しなければならず、

データの集計・相関に起因する秘密漏洩リスクを防止するために、

制御・防止メカニズムを確立し、制御・防止措置を取ることが規

定されている。 

 

３. 外国人ビジネスパーソンの中国における就労と生活に 関す

るガイドライン（2024年版） 

「外国人ビジネスパーソンの中国における就労と生活に関する

ガイドライン（2024年版）」が、2024年3月5日に商務部により公布

された。 

当ガイドラインは、中国で就労、生活する外国人の注意事項、

日常生活サービス、中国での滞在に関するサービス、中国での就

労に関するサービスの4つの部分に分かれて、宿泊、SIMカード、

キャッシュカード・クレジットカード、居留許可、工作許可、社
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会保険、モバイル決済、交通機関、個人所得税の納付などの事項

をカバーしている。今後は毎年改正される予定である。 
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